ブルガリア経済状況－報道
１．マクロ経済、統計

（１）物価
　２月は前月と比べて３．０％のインフレで、本年に入って２月まででは３．８％のインフレであったと国家統計局は発表した。（３月１５日報道）

（２）失業率

　２月の失業率は１１．５０％で、前月に比べて０．１７％ポイント改善したと労働・社会政策省は報告した。また、２月の失業登録者数は、４２６，１５１人であった。（３月２２日報道）

（３）債務
　１月末の対外債務が１４，３２８．８百万ユーロ（対GDP比６０．７％）で、２００５年末の１４，５３０．３百万ユーロ（対GDP比６８．６％）と比べ２０１．４百万ユーロ減少したと中央銀行は発表した。うち、長期債務は１０，６８６．２百万ユーロ、短期債務は３，６４２．６百万ユーロであった。（３月２９日報道）
（４）経常収支
　１月の経常収支が４４３．４百万ユーロ（対GDP比１．９％）の赤字であったと中央銀行は発表した。前年同期は２２９．１百万ユーロ（対GDP比１．１％）であった。（３月１５日報道）
（５）貿易
　１月の貿易収支が３４２．５百万ユーロの赤字で、前年同月と比べて１３４百万ユーロも赤字幅が拡大したと中央銀行が発表した。１月の輸出額は８１５．７百万ユーロで、前年同月から１７５．８百万ユーロ増加した。また、輸入額は１，１５８百万ユーロで、前年同月から３０９．９百万ユーロ増加した。（３月１５日報道）

（６）外国投資

　１月の外国直接投資額が１３６百万ユーロであったと中央銀行は発表した。なお、前年同月の外国直接投資額は１２８．５百万ユーロであった。（３月１５日報道）

２．インフラ
（１）インフラ整備

　４月に開催される閣僚評議会において、国の重要なインフラ整備プロジェクトに関するアクションプランが承認される見通しである。ソフィア空港を含む全ての空港、トラキア、マリッツァ、ストルマ及び黒海のハイウェー建設がコンセッションにより承諾される見込みである。特にファーストクラスとなる道路及び鉄道の近代化に関しては、２００７～１３年の間にEUファンドにより行われる。プロジェクトの実施に関するタイムテーブルは、４月末までに準備されるとガガウゾフ地域開発・公共事業大臣が述べた。インフラプロジェクト調整閣僚評議会において長期間合意に達しなかったため、スタニシェフ首相から調整が遅れていることに対する指摘を受けていた。しかしながら、現在のところ、道路庁帰属の問題が未だ解決されておらず、引き続き、地域開発・公共事業省において対処しているところである。（３月６日報道）

（EUファンドによる２００７～１３年のインフラ整備プロジェクト）

・鉄道近代化（ビディン－ソフィア、ソフィア－プロブディフ、ソフィア－ペルニック－ラドミール、ソフィア－ドラゴマン）

・鉄道改良（プロブディフ－ブルガス、メズドラ－ゴルナ・オリャホビッツァ）

・鉄道電化（プルヴォマイ－ヤブルコボ－スビーレングラッド－トルコ国境）

・道路新設（ビディン－モンタナ（－ディモボ－ベラ－ルズヘンツィ））

・ヘムス・ハイウェーとソフィア・リングロードとの接続

・道路建設（カルジャリ－ポドコバ、ルセ－ベリコタルノボ、ボテフグラッド－プレーベン－バイアラ）

・道路再建（ブラッツァ－ボテフグラッド）

・モンタナ、ブラッツァ、ガブロボのリングロード建設

（２）エネルギー分野

　経済・エネルギー省はエネルギー法の改正により、水力発電による電力の販売時における優先価格の規定の見直しを行う。本改正の目的は、２０１０年までに水力発電による電力の販売時における優先価格を撤廃するためである。なお、現時点における全てのエコ・エネルギーの生産者は、この優先価格を今後１２年間は利用し販売することができる。なお、法令での要求事項として１kWh当たり７．９５ストティンキで購入されているところを優先価格として１１ストティンキで購入すべきであるが、現在のところこれに従っている者はいない。（３月１３日報道）

（３）道路改修事業

　ピルドップ－カルロヴォ間、ボテフグラッド－ヘムスハイウェー間、及び、スクラヴェナ－ボテフグラッド間の道路改修事業の入札に対して、７事業体の入札希望が寄せられた。提示価格は７．２３１百万～１０．９６３百万ユーロで、当該プロジェクトに対しては欧州投資銀行及び政府予算が充てられることとなっている。（３月２１日報道）

（４）電力消費予測

国営電力公社（NEC）による電力消費予測によれば、２０２０年までにブルガリア国内での電力消費が年間で１．５～３．１％程度ずつ上昇していくとのことである。また、バルカン地域では年平均で３．７％ずつ電力消費が上昇するため、２０１０年には７，０００メガワットの電力が不足する見通しである。（３月２２日報道）
（５）天然ガス価格

　４月１日より天然ガスの価格を現行価格の１立方メートル当たり２９６．６９レヴァから２．１１％値上げし、３０２．９５レヴァとすることをエネルギー・水規制委員会が決定した。今回の天然ガス価格の値上げは、最近３ヶ月間の国際市場におけるエネルギー価格の上昇に伴うものである。なお、今回の値上げを含めて天然ガスの価格は、昨年の１０月から９．７％上昇することになる。（３月２８日報道）

（６）天然ガス供給

ブルガリアとトルコとの間でエジプトの天然ガスを輸入することで合意に達している件は、アラブ・ガスパイプラインからの供給によるものである。このアラブ・ガスパイプライン建設プロジェクトは２００１年から始まっており、エジプトからヨルダンを通過してシリア及びレバノンまでのガスパイプラインを敷設する計画である。現在、ヨルダン－シリア間の３２４キロメートル部分については、完成済みである。シリア－トルコ間の新たなガスパイプライン建設は、イラン、アゼルバイジャン及びトルクメニスタンからバルカン諸国及び中欧諸国に対して将来的に天然ガスを供給するNabuccoパイプラインと繋がれる見通しである。なお、シリア－トルコ間の２３０キロメートル部分については、２００８年に完成予定である。ブルガリアだけではなくルーマニアに対してもエジプトからの天然ガスの供給が行われることになれば、ロシアからの天然ガス供給に頼らず、供給先が多様化することにより、天然ガスの価格が下がると言った、市場に対してポジティブな影響をもたらすことが見込まれる。（３月２９日報道）
（７）電力価格

　来年、国営電力公社（NEC）がブルガリア国内の電力配電会社へ卸す電力価格が、本年末までに予定されているコズロドゥイ原子力発電所の３号基及び４号基の停止により、３０％もの大幅な値上げになる見通しであるとNECのマーディック・パパズィアン理事が述べた。これまでは国内の電力販売における赤字部分を電力輸出部分での利潤によって補っていたが、コズロドゥイ原子力発電所の３号基及び４号基の停止により、ＥＵ加盟条約で規定されている最低限度の電力量のみを輸出することしかできず、電力輸出による利益還元が望めなくなる。なお、一般消費向けに対する電力価格はエネルギー・水規制委員会において決定されるため、現時点では来年の一般消費向け電力価格がどの程度になるかは予測が困難ではあるが、１０～１５％程度の値上げが予想される。（３月３０日報道）

３．その他

（１）健康保険

　ガイダルスキー保健大臣が健康保険の料率を現行の６％から８％へ引き上げると発表した。これにより、少なくとも患者への基本的な医療措置は賄われる見通しである。なお、今回の引き上げに関しては、年々増加する医療に係るコストに対応するもので、避けられないものと考えられている。（３月１日報道）

（２）格付

　ムーディーズ社は、ブルガリアの外貨建て債務及び銀行預金のカントリー・シーリング、並びに外貨建て及び自国通貨建て債務格付をBaa3/P-3に引き上げ、また、自国通貨建て預金シーリングもBaa1に引き上げた。なお、格付の見通しは全て安定的であり、自国通貨建てガイドラインはAa3で変更はない。今回の格上げは、重要な分野における目覚ましい改善と、計画通りのEU加盟が見込まれたことを反映している。（３月２日報道）

（３）民営化

　民営化庁の最新報告によれば、民営化の進展が減速したとのことである。主な要因としては、エネルギー分野における民営化の失敗があげられている。１９９３年以降、国有資産の８９．３９％が民営化されている。現在、コズロドゥイ原子力発電所、国営電力公社（NEC）、Bulgargas社、BDZ社、鉄道インフラ公社を含む１１３社が民営化の対象リストに掲載されている。過去１３年間の民営化による収入は、総額６，８７１百万レヴァ（５，１０９百万ドル）にのぼる。本年の計画では、５７社の民営化が見込まれている。（３月６日報道）

（４）マクロ経済予測

　経済分析・予測庁が本年のブルガリアのマクロ経済予測の見直しを行い、当初予測に対してGDPが若干増加するものの、インフレ率及び経常収支（対GDP比）がやや悪化するとの報告を行った。（３月７日報道）

＜マクロ経済予測＞

・GDP：４６２億レヴァ（４６０億レヴァ）

・インフレ率（年末）：５．４％（５．２％）

・インフレ率（年平均）：７．２％（６．３％）

・経常収支（対GDP比）：－１３．９％（－１０．２％）

・対ドル為替レート：１．６６レヴァ（１．６１レヴァ）

注：（　）内は当初予測。

（５）２００５年新築物件

　２００５年におけるブルガリア国内でのビルの新築件数は、２００４年と比べて３５０件増加の１，８５４件であったと国家統計局が発表した。また、２００５年における住宅の新築件数は、２００４年と比べて３，８４３件増加の１２，１１０件であった。なお、国内で最も新築ビル件数が多かった場所は黒海沿岸のブルガスで３８５件、新築住宅件数が最も多かった場所もブルガスの５，０８２件であった。（３月８日報道）

（６）２００６年観光予測

２００６年におけるブルガリアの観光分野は６．３％の成長を遂げ、２００７～１６年の間の年平均で見ても４．３％の成長を遂げる見通しであると世界旅行・観光協議会（WTTC）が発表した。また、２００６年におけるブルガリアの観光分野はGDPの１６％を占め、４０万人（総雇用者数の１３．６％）の雇用者数に達する見通しである。なお、これらの予測値は世界１７４カ国中、６８番目に位置するとのことである。（３月１０日報道）

（７）２００６年経済予測見直し

　中央銀行は経常収支赤字の改善が見込まれるとの判断から、２００６年の経済予測の見直しを行った。これによると、２００６年上半期で経常収支赤字の対GDP比が１４．５％に、下半期で１４％にまで減少する見通しである。主な要因としては、輸出が上半期で２２～２４％、下半期で１９～２４％の伸びが見込まれるためである。なお、現在のところエネルギー資源関係だけがインフレを増長させる要因として見られており、上半期は７．７～８．０％のインフレとなる見込みであるが、下半期は７．５％に落ち着く見通しである。（３月１７日報道）

（８）家計収入

　１月の平均家計収入が４３３．７０レヴァであったと国家統計局は発表した。また、１１月の平均家計支出は４０２．８３レヴァであった。（３月１６日報道）

（９）最低月額賃金

　２００７年における最低月額賃金が、現在の１６０レヴァから、１８０～２１５レヴァに達する見通しであると労働・社会政策省のバンコフ次官が述べた。また、２００７年における貧困ラインは１５２レヴァになる見通しであるとも述べた。最低月額賃金の上昇は、失業者の就労意欲を高めるものでもある。（３月２２日報道）

（１０）平均月収

　１月の平均月収が３３９．８３レヴァであったと社会保障局は発表した。また、２００５年２月１日～２００６年１月３１日の１年間で見た平均月収は、３３４．１１レヴァであった。（３月２３日報道）

（１１）景気指数

ブルガリアの３月の景気指数は前月と変わらなかったと国家統計局が発表した。主な個別分野毎における指数について、サービス部門においては前月と比べて僅かながら上昇、建設部門においては前月と変わらず、小売り部門においては２．７％ポイントの下落であった。（３月２９日報道）
